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第１ 改革プラン策定（H22.12）までの経緯 

 

１ 土地開発公社の設立と役割 

山梨県土地開発公社（以下「公社」という。）は、公共用地等の取得、管理、

処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と県民福祉の増進に寄与するこ

とを目的に、昭和４３年財団法人山梨県公共用地開発公社として設立され、昭

和４９年、「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、山梨県土地開発公

社に変更されて現在に至っている。この間、芸術の森公園、塩川ダムなどの公

共用地の先行取得や工業団地の造成など県事業の推進に多大な貢献をしてき

た。 

公社の主な業務 

公有地取得事業 
地方公共団体の委託に基づき公共用地等を先行取得し、 

地方公共団体が再取得するまでの間、管理する。 

土 地 造 成 事 業 公社が、住宅用地、工業用地等の取得、造成を行い販売する。 

あっせん等事業 国、地方公共団体等からの委託により、土地の取得等を行う。 

 

２ 経営悪化と経営再建に向けた取り組み 

  バブル経済崩壊後の長引く景気低迷により地価の下落が続き、地価の継続

的な上昇を前提とした公社の経営は極めて厳しい状況となり、抜本的な対策

が必要となった。 

  そのため公社では、平成１３年３月に経営再建計画を策定し、長期保有土

地の早期処分や米倉山造成地の借入金の金利負担を避けるための県からの無

利子貸付けへの転換、住宅供給公社及び道路公社との管理部門の一元化によ

る経費の節減など経営再建に取り組んできた。 

しかしながら、米倉山造成地は具体的活用策が見出せず、地区拠点工業団

地も、未分譲区画の課題や公共事業の縮減などに伴う公有地取得事業量の減

少など、公社の経営は厳しい状況が続いた。 

このため、平成１７年３月、経営再建計画を改定し、未分譲の地区拠点工

業団地を平成２１年度までに分譲完了することを目指すとともに、米倉山造

成地の活用策の検討や人員の削減等による経営合理化を進めてきた。 

さらに、米倉山造成地については、県が、平成１９年１２月に行政改革大
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綱を策定し、主体的に多様な活用を行えるよう、土地開発基金により、簿価

（４１．５億円）で土地を取得した上で、土地開発公社に生じる１１０．７

億円の特別損失について、一般会計からの経営再建支援補助金により、平成

２０年度以降３０年かけて解消することとした。 

また、平成２０年４月に、山梨県地域整備公社として地方３公社を一元化

し、共通役員制の導入や組織の実質的統合による人材の効率的配置により、

職員数を削減するなど、より一層の経営合理化を進めてきた。 

 

３ 改革プランの策定 

総務省は、平成２０年６月、経営が著しく悪化したおそれのある第三セク

ター等の改革について、ガイドラインを示した。さらに、平成２１年６月、

第三セクター等改革推進債（以下「改革推進債」という。）を活用し、存廃

を含めた抜本的改革を行うよう助言を行った。 

また、県としても財政健全化に取り組んでおり、将来負担比率の抑制を行

う必要があることから、外部有識者等からなる山梨県出資法人経営検討委員

会を設置し、公社の経営状況等の評価と存廃も含めた抜本的な経営改革策の

検討を行い、平成２２年１２月に「山梨県土地開発公社改革プラン」を策定

した。 

 

（１）改革プランの概要 

    改革プランにおいては、実施期間を平成２２年度から平成２５年度まで

の４年間とし、公有地取得事業、土地造成事業、あっせん等事業について、

平成２３年度以降は新たな事業を行わずに残務の処理を行い、米倉山造成

地の債務について、行政改革大綱に基づき処理を行い、平成４９年度を目

途に公社を解散することとした。 

 

（２）債務処理と県財政への影響 

    改革推進債を活用する場合、平成２６年度の公社の解散を想定すると、

平成２５年度末に県が損失補てんしている米倉山造成地に係る公社の借入

金残高は７６．５億円であり、この債務を処理するために必要な費用は、

１５年償還の場合でも償還額はピーク時に６．５億円を超える見通しとな
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った。 

    一方、行政改革大綱による損失処理の場合には、平成２０年度から３０

年間かけて債務を処理することとなっており、平成３９年度までは毎年２

億円、平成４０年度以降は毎年５億円、最終の平成４９年度は３．５億円

の負担と試算された。 

    厳しい財政状況が続く中で、今後、概ね２０年間は多くの職員が定年退

職を迎え、義務的経費である退職手当に要する多額の財政負担が見込まれ

ることや、住宅供給公社や林業公社等についても債務の処理が課題となっ

ており、今後も厳しい財政の舵取りが続くと想定されたことから、県の財

政負担の平準化を図る必要があった。 

 

 （３）抜本的改革の方向 

    公社の基幹的な業務である公有地取得事業や土地造成事業については、

長期にわたる地価の下落や公共事業の縮減により、その意義が薄れ、    

また、中部横断自動車道や西関東連絡道路などの用地交渉業務を受託する

あっせん等事業は、一定の公益的な役割を果たしてきたが、公社の基幹的

な業務ではなく、将来的にも安定した業務量の確保は困難となった。 

    さらに、公社は平成２１年度末現在で１０５．１億円の借入金を抱えて

いるばかりでなく、経常損益の実質的な赤字が続いており、採算性の面か

ら、今後においても健全な経営の継続が困難な状況であり、平成２３年度

行革大綱の損失処理スキームと改革推進債利用の場合の比較結果

県費の負担期間及び負担額

平成22～39年度　　⇒　年2.0億円

平成40～48年度　　⇒　年5.0億円

平成49年度　　　　　⇒　年3.5億円

改革推進債 平成22～25年度　　⇒　年2.0億円

（10年償還） 平成26～35年度　　⇒　年7.8億～8.8億円

改革推進債 平成22～25年度　　⇒　年2.0億円

（15年償還） 平成26～40年度　　⇒　年5.3億～6.5億円

注）

行政改革大綱

　「改革推進債については、公社を解散することを前提に平成25年度末まで残務
処理を行い、平成25年度末に起債した場合の資産額とした。
　なお、この場合も、平成25年度までは、行政改革大綱の損失処理スキームによ
り、年2億円の補助金を交付することを前提としている。
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以降、新たな事業は行わず、保有土地の売却などの残務処理のみを行い、

公社を実質的に廃止することとした。 

    なお、債務の処理については、県の財政負担の平準化を図る観点から、

行政改革大綱に基づき計画的に処理し、公社の解散は、債務処理終了後に

行うこととした。 
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第２ 改革プラン策定（H22.12）後の状況 

 

 １ 実施期間【H22.12～H25.3】の状況 

平成２２年１２月に策定した改革プランおいては、実施期間を平成２５年

度までとしていたところであるが、平成２３年３月に公社が販売した工業団

地の土地において、造成上の瑕疵があることが判明し、公社はこの問題に対

応せざるを得ない状況となったことから、平成２５年３月に改革プランの改

定を行った。 

 

 （１）状況の変化 

  ① 市川三郷町大塚地区拠点工業団地の瑕疵問題 

平成２４年４月、市川三郷町大塚地区拠点工業団地（以下「市川三郷工

業団地」という。）に入居した立地企業が、工場建設のため自己所有地（以

下「立地企業所有地」という。）を掘削したところ、通常の造成工事では

混入されない大量の転石や廃棄物等が発見され、企業の工場建設に支障が

生じたため、公社は売主としての瑕疵担保責任により、転石、廃棄物の撤

去・除去等に要した約６．５億円の新たな債務を負うこととなった。 

 

  ② 隣接未分譲地の状況 

①の立地企業所有地と同時期に、一体的に整備したため、隣接未分譲地

についても、造成に適さない転石や廃棄物等が発見される可能性が高いと

判断される状況となっている。 

なお、この隣接未分譲地２．４ｈａについては、造成等に伴う、金融機

関からの借入金が４．６億円残っていた。 
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 （２）状況の変化への対処方針 

① 市川三郷工業団地の修復工事に伴う借入金 

    市川三郷工業団地の修復に伴う経費約６．５億円については、県からの

債務保証を受け、公社が新たに金融機関から借り入れることにより対応し

た。この借入金については、公社の厳しい財務状況に鑑みると、実質的に

廃止となっている公社が、今後自力で解消することは不可能であるとされ

た。 

 

② 市川三郷工業団地の隣接未分譲地 

    隣接未分譲地については、前述のように今回修復した立地企業所有地と

同時期に、一体的に整備しており、造成に適さない転石や廃棄物等が埋設

されていることが予想され、これを修復すると多額の追加経費を要すると

考えられることから、公社の負債を最小化するため、工業団地としての販

売を断念し、今後、他の活用策を検討していくこととした。 

 

以上のことから、公社は平成４９年度の解散までに全ての債務を解消し

なければならないため、県は公社が行う債務処理（市川三郷工業団地の修

復工事に伴う借入金の約６．５億円及び市川三郷工業団地の隣接未分譲地

造成に要した借入金の４．６億円の合計１１．１億円）に対し、新たに支

援することとした。 

 

 （３）改革プランの改定（H25.3）方針 

   策定時から社会経済情勢等に大きな変化がないことから、主要な方針につ

いては継続することとし、公社の財務状況、借入金や未収金の状況等につい

て整理した上で、今回の事態により発生した新たな問題に係る対処方針を追

加し、実施期間を平成２５年度から平成２８年度までの４年間とする改定を

行うこととした。 
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２ 実施期間【H25.4～H29.3】の状況 

 （１）状況の変化 

  ① 市川三郷工業団地の瑕疵問題に係る損害への対応 

公社は、市川三郷工業団地の修復に伴う経費約６．５億円と工業団地と

しての販売を断念した隣接未分譲地の造成工事の借入金の残金約４．６億

円について、新たに債務を負うこととなったが、瑕疵問題の調査において、

廃棄物等を投棄したあるいは、埋設物があることを知りながら、そのこと

を告げずに売買を行った２者に対して、平成２５年７月に損害賠償を求め

て提訴した訴訟については、平成２８年２月に公社の主張が全面的に認め

られた公社勝訴の判決が下された。その後、被告の２者が控訴したが、１

者とは和解が成立し、１者とは控訴棄却の判決により、平成２８年８月に

第一審の損害賠償額が確定した。 

なお、和解金については、平成２８年度に債務処理に充当した。 

 

  ② 隣接未分譲地の活用 

①の立地企業所有地と一体的に整備した隣接未分譲地については、瑕疵

問題があった区画と同時期に、一体的に整備した区画であり、転石や廃棄

物等が埋設されていることが予想されることから、工業団地としての販売

を断念し、太陽光発電施設用地として貸し付けることとし、公募により選

定した企業に貸し付けを行った。 

貸付面積 24,698.10 ㎡ 

貸 付 先 株式会社ＹＥＧ 

貸付期間 平成 26 年 6 月 1 日～平成 47 年 5 月 31 日 

貸 付 料 年額 1,780 万円 

 

 （２）状況の変化への対処方針 

  ① 市川三郷工業団地の瑕疵問題に係る損害賠償金 

    市川三郷工業団地の瑕疵問題にかかる損害賠償金については、その回収

に努めることとした。 
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  ② 市川三郷工業団地の隣接未分譲地の貸付 

    貸付に係る借地料については、当面の間は、公社解散までの団体の運営

費及び不測の事態が生じた際の費用等に充てることとした。 

なお、この収入については、今後、改革プランを改定する際に、改めて

使途を検討することとした。 

 

  ③ その他の未売却工業団地 

    その他の未売却工業団地である八田御勅使南地区拠点工業団地の１区画

については、平成３１年度末までの売却を目指し、引き続き販売努力を続

けていくこととした。 

 

 （３）改革プランの改定（H29.3）方針 

前回改定時（H25.3）から社会経済情勢等の大きな変化がないことから主要

な方針については継続することとし、前回改定時からの状況の進捗等を踏ま

え、実施期間を平成２９年度から平成３２年度までの４年間とする改定を行

うこととした。 
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３ 実施期間【H29.4～R3.3】の状況 

 （１）状況の変化 

  ① 市川三郷工業団地の瑕疵問題に係る損害への対応 

    控訴棄却により平成２８年８月に第一審の損害賠償額が確定した者から、

判決額全額の支払いは不可能であるとして、和解契約を締結したい旨の申

し出があった。公社は保有資産に係る資料の提出を求めるなど検討を行っ

た結果、強制執行を行うよりも和解に応じることが最大限かつ確実な回収

方法であると判断し、平成２９年６月に和解契約を締結した。 

    なお、和解金については、平成２９年度に債務処理に充当した。 

 

  ② 八田御勅使南地区拠点工業団地の売却 

    未売却であった八田御勅使南地区拠点工業団地の残り１区画（約１．８

ｈａ）については、平成３０年１月に売却となった。これにより、土地造

成事業による工業用地の販売は終了した。 

 

  ③ 公有地先行取得に伴う償還完了 

    公有地取得事業により、平成２０年２月に先行取得していた中央市立田

富北保育園駐車場については、中央市からの償還が計画的に行われたため、

平成３０年３月に完了した。これにより、公有地取得事業の残務処理は終

了した。  
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４ 実施期間【R3.4～R7.3】の状況 

 （１）状況の変化 

    山梨ビジネスパークにおける未収金の一部回収について 

    山梨ビジネスパークにおける売却済み土地については、令和５年７月、 

土地所有者より抵当権抹消料として未収金の一部を回収した。 

なお、抵当権抹消料については、令和５年度に債務処理に充当した。 
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第３ 公社の現状 

 

 １ 事業概要 

   令和６年度の公社の事業については、改革プランに基づく米倉山造成地に

係る債務処理及び市川三郷工業団地の瑕疵問題に係る債務処理を行うととも

に、市川三郷工業団地の隣接未分譲地を太陽光発電施設用地として貸し付け

を行っている。 

 

 ２ 財務状況 

 （１）資産及び負債等の状況 

令和６年度決算見込みでは、公社が保有する資産は、市川三郷工業団地

の太陽光発電施設用地など、合計で８億８百万円余となる見込みである。 

一方、公社の負債については、短期借入金５６億６千８百万円、預り保

証金３千７百万円余など、合計で５７億６百万円余となる見込みである。 

また、前期繰越損失５１億５千２百万円余と当期利益２億３千４百万円

余を合わせた結果、欠損金（債務超過額）は４９億１千８百万円余となる

見込みである。 

 

貸借対照表（R7.3.31見込） （単位：百万円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額
Ⅰ流動資産 257 Ⅰ　流動負債 5,669
　１　現金及び預金 248 　１　未払金 1
　２　事業未収金 9 　２　短期借入金 5,668
Ⅱ　固定資産 550 　３　預り金 0
　１　有形固定資産 0 　４　賞与引当金 0
　２　投資その他の資産 550 Ⅱ　固定負債 37
　（１）賃貸事業の用に供する土地 513 　１　その他の固定負債 37
　（２）預り保証金引当特定預金 37 　（１）預り金保証金 37
　（３）破産債権 0 Ⅲ　資本金 20
　（４）貸倒引当金 0 　１　基本財産 20

Ⅳ　欠損金 △ 4,919
　１　前期繰越損失 △ 5,153
　２　当期利益 234

合　　計 807 合　　計 807
注）四捨五入により、５０万円未満は０となっている。

資産の部 負債及び資本の部
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 （２）損益の状況 

令和６年度における収益については、事業収益として太陽光発電施設用

地の貸付料１千７百万円余、事業外収益として県からの債務処理対策補助

金２億３千万円余など、合計で２億４千８百万円余となる見込みである。 

一方、費用については、事業原価２百万円余と販売費及び一般管理費１

千百万円余など、合計で１千３百万円余であり、この結果、経常利益と当

期利益は２億３千４百万円余となる見込みである。 

 

損益計算書（R7.3.31見込） （単位：千円）
科　　　　　　目

Ⅰ　事業収益 17,800
　１　土地造成事業収益 17,800
Ⅱ　事業原価 2,400
　１　土地造成事業原価 2,400
事業総利益 15,400
Ⅲ　販売費及び一般管理費 11,350
事業利益 4,050
Ⅳ　事業外収益 230,461
　１　受取利息 3
　２　雑収益 230,458
Ⅴ　事業外費用 220
　１　支払利息 220
経常利益 234,291
当期利益 234,291

金　　　　額

 

 

 ３ 米倉山造成地に係る損失処理  

県が債務保証を行っている米倉山造成地に係る公社の短期借入金について

は、行政改革大綱及び改革プランに基づく債務処理対策補助金等により平成

２０年度から令和６年度までに約９５億５千万円を処理し、令和６年度末の

残高は５４億４千５百万円となる見込みである。 

 

 ４ 市川三郷工業団地に係る損失処理 

市川三郷工業団地の瑕疵問題に係る短期借入金については、改革プランに基

づく債務処理対策補助金等により平成２５年度から令和６年度までに約８億７

千７百万円を処理し、令和６年度末の残高は約２億２千２百万円となる見込み

である。 
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 ５ 長期保有土地の状況 

   令和６年度末で１０年以上保有している土地は、市川三郷工業団地の用地

１区画、約２．４ｈａとなっている。 

 

 ６ 未収金（破産債権）の状況 

  

売却済み土地の未収金の状況（R7.3.31見込み） （単位：億円）

工業団地名 販売契約年度 未収金

山梨ビジネスパーク H10～14 1.9

注）未収金は、破産債権であり、回収が見込める金額は、

　　0.1億円であることから、別途、貸倒引当金を1.8億円としている。  

 

 ７ 継続中の事業 

  ○ 土地造成事業 

土地造成事業として行った市川三郷工業団地の１区画（約２．４ｈａ）

については、太陽光発電施設用地として貸し付けを行っている。 



14 

 

第４ 改定後の改革プランの実施期間、実施方針 

   前回の令和３年３月に改定した改革プランの実施期間が終了することから、

改革プランの改定を行うこととする。 

 

 １ 改定の方向性 

   前回の令和３年３月改定時から、新型コロナウイルス感染症による社会経

済情勢等の変化はあったが、公社の経営に影響を及ぼすには至らなかったこ

とから、前回改定時からの状況の進捗等を踏まえ、主要な方針については継

続することとする。 

 

 ２ 実施期間 

   令和７年度から令和１０年度までの４年間とする。 

 

 ３ 改革の工程表 

 

7年度 8年度 9年度 10年度

法人業務等 解散時まで

債務処理 19年度まで

土地造成

　　保有地の貸付 17年度まで

区　　　分
運営業務

事　　　業

 

 ４ 残務の処理 

   公社プロパー職員による残務処理期間は、平成２５年度までで終了してい

ることから、債務処理や公社を解散するまでの法人業務等は、地方三公社を

一元化した地域整備公社で継続して処理を行う。 

 

 （１）公有地取得事業 

    今後も新たな事業は行わない。 

 

 （２）土地造成事業 

    現在の経済状況を踏まえ、今後も新規の事業は行わないこととし、売却

済み土地の未収金については、回収に向けて引き続き積極的な努力を行う。 
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    また、市川三郷工業団地の隣接未分譲地は引き続き太陽光発電施設用地

として貸付を継続する。 

    なお、継続事業については、社会経済状況等の変化に速やかに対応する

ため、多様な活用策等の可能性について、適時適切に検討を行い、その方

向性を見出していくこととする。 

 

 （３）あっせん等事業 

    今後も新たな事業は行わない。  

 

 ５ 職員体制 

   平成２５年度までに全プロパー職員が人員整理により退職した。 

   引き続き、プロパー職員は置かず、債務処理や公社を解散するまでの公社

の運営については、地域整備公社で処理することとする。  

 

６ 県の公社への指導監督 

   市川三郷工業団地の瑕疵のあった造成地の売却問題を受けて、公社が組織

のマネジメントや危機管理意識を強化するために策定した「土地開発公社分

譲造成地瑕疵問題に対応した山梨県地域整備公社における業務改善等につい

て」をもとに、県としても十分な指導助言を行うとともに、その実施状況を

監視していく。 

 

 ７ 改定後の改革プランにおける債務処理 

   県では、令和１９年度まで順次、公社の債務処理を行った後で、公社を解

散することとしているが、県の財政負担の平準化を図る観点から、引き続き

計画的に処理する。 

 また、公社解散の時点では、公社の全ての債務を解消し、国の認可を受け

地域整備公社内の土地開発公社プロパー職員の配置状況 （単位：人）

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4以降

土地開発公社の業務に従事 4 1 1 1 0 0

住宅供給公社の業務に従事 1 2 1 1 0 0

道路公社の業務に従事 1 0 0 0 0 0

計 6 3 2 2 0 0

整理退職 3 1 2
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る必要がある。そのため、土地造成事業に係る公社の債務については以下の

とおり処理する。 

   なお、公社の事業のうち、公有地取得事業及びあっせん等事業については

処理すべき債務は存在しない。  

 

 ○ 米倉山造成地に係る借入金の処理 （５４．５億円） 

    これまでの方針を継続し、債務処理を進める。 

  ○ 市川三郷工業団地に係る借入金の処理 （２．２億円） 

これまでの方針を継続し、債務処理を進める。 

 

８ 改革プランの点検評価 

   改革プランの実施状況について、毎年度、経営検討委員会に報告を行い、

点検評価を実施する。また、実施期間中において、大きな状況の変化があっ

た場合は、必要に応じて本プランの改定を検討する。 
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能

）
。

・
県

は
、

1
1
.1

億
円

（
6
.5

億
円

＋
4
.6

億
円

）
の

債
務

に
つ

い
て

、
無

利
子

貸
付

及
び

補
助

金
に

よ

り
、

平
成

4
9
（
令

和
1
9
）
年

ま
で

に
解

消
。


